平成26年７月
組合員の皆様へ
消費増税に伴う価格転嫁状況の調査ご協力のお願い
平素は本会の事業運営に格別のご支援ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて本会は、今年４月の消費増税に伴い、24会員組合と連名で公正取引委員会、「消費税の転嫁の方法の決定に係る共同行為の実施届（消費税転嫁カルテル）」の届け出をし、同日付受理されました。当業界が取り組む消費税転嫁カルテルは、各事業者がそれぞれ自主的に定めている本体価格（消費税額分を転嫁する前の価格）に増税分を上乗せする旨の共同行為で、今年２月に、会員組合各位並びに組合員方々への周知、ご対応方を図るため、貴社にてお客様向けの要請文や解説書等直送しました。そして今年４月消費増税後から数ヶ月経過しましたので、消費税の転嫁状況について調査のご協力を賜りたいと存じます。
　つきましては下記質問について、８月31日までご回答のほど、お願い申し上げます。
　なお、本紙裏面は、これからの増税後等の取引の場面で、もし不利益な状況が生じた場合のみ、ご報告をお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国鍍金工業組合連合会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　栗原　敏郎
組合名　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｑ１．消費税率引上げ分を価格に転嫁できたかどうか該当するところに○をお願いします。

　　　　　　　　　転嫁できた（Ｑ２へ）　　　転嫁できなかった（Ｑ３へ）
（転嫁できたとする場合）

Ｑ２．具体的に、どのように対応したのでしょうか（自由記載）
Ｑ３．転嫁拒否行為（買いたたき・減額・商品購入等の要請・本体価格での交渉の拒否・報復行為）について可能な範囲で具体的にご回答下さい。（自由記載）
（注）転嫁が難しかったとする例としては、以下のような場合が考えられます。

○販売価格（税込）の引上げ幅を抑え消費税率引上げ分を実質的に転嫁した場合

○原材料の大量購入や取引先からの大量受注といった経営合理化によりコストを削減し、消費税率引上げ分を実質的に転嫁した場合

Ｑ４．現在転嫁拒否行為は受けていないが、今後転嫁が難しいとする場合は、どのような事情により転嫁が難しいと考えていますか。（自由記載）
ありがとうございました（平成26年８月31日まで　全鍍連FAX番号　03-3433-3915）
全国鍍金工業組合連合会　行き（03-3433-3915）

消費税の転嫁拒否等の行為がありましたので、下記にてご報告します。
貴社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．転嫁を拒否した取引先名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　　　　
２．転嫁拒否した内容（該当する番号に○をお願いします）
　①買いたたき　②減額　③商品購入、役務（サービス）利用又は利益提供の要請
３．当該対価の引下げ要請について具体的に記述ください

①買いたたき


　対価を一律に一定比率で引き下げ消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合、商品の量目を減らし対価を消費税率引上げ前のまま据え置いて定めたがその対価の額が量目を減らしたことによるコスト削減効果を反映した額よりも低い場合


②減額


　対価から消費税率引上げ分の全部又は一部を減じる場合や既に支払った消費税率引上げ分の全部又は一部を次に支払う対価から減じる場合、計算上生じる端数を対価から一方的に切り捨てて支払う場合


③商品購入、役務（サービス）利用の要請の例示


　消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに本体価格の引下げに応じなかった取引先に対し毎年定期的に一定金額分購入してきた商品の購入金額を増やすよう要請する場合、消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代わりに取引先ごとに目標金額を定め協賛金を要請する場合、設計図面、その他経済上の利益を無償又は通常支払われる対価と比べて著しく低い対価で提供要請する場合








